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１
．
日
本
経
済
の
動
向

（
個
人
消
費
な
ど
に
弱
さ
が
み
ら
れ
る
が
、
緩

や
か
な
回
復
基
調
が
続
い
て
い
る
日
本
経
済
）

　

日
本
経
済
は
、
二
〇
一
二
年
年
央
か
ら
欧

州
政
府
債
務
危
機
に
伴
う
世
界
景
気
の
減
速

等
に
よ
り
弱
い
動
き
と
な
っ
た
も
の
の
、
二

〇
一
三
年
に
入
っ
て
、
経
済
政
策
へ
の
期
待

等
か
ら
株
高
が
進
ん
だ
こ
と
な
ど
を
背
景
に

家
計
や
企
業
の
マ
イ
ン
ド
が
改
善
し
、
内
需

が
け
ん
引
す
る
形
で
景
気
は
持
ち
直
し
に
転

じ
、
緩
や
か
に
回
復
し
た
。
二
〇
一
四
年
春

以
降
は
四
月
に
行
わ
れ
た
消
費
税
率
引
上
げ

に
伴
う
駆
け
込
み
需
要
の
反
動
の
影
響
も
あ

り
、
個
人
消
費
な
ど
に
弱
さ
が
み
ら
れ
る
中

で
、
雇
用
情
勢
は
、
一
部
に
厳
し
さ
が
み
ら

れ
る
も
の
の
、
着
実
に
改
善
が
進
ん
で
お
り
、

緩
や
か
な
回
復
基
調
が
続
い
て
い
る
。

　

第
１
図
に
よ
り
、
実
質
経
済
成
長
率
（
季

節
調
整
値
）
の
需
要
項
目
別
寄
与
度
に
つ
い

て
み
て
み
る
。

二
〇
一
三
年

に
入
っ
て
増

加
し
た
個
人

消
費
は
、
二

〇
一
三
年
後

半
に
は
一
時

的
に
伸
び
が

低
下
し
た
も

の
の
、
二
〇

一
四
年
四
月

の
消
費
税
率

引
上
げ
を
前

に
駆
け
込
み

需
要
が
み
ら

れ
た
こ
と
も

あ
っ
て
、
二

〇
一
四
年
一

～
三
月
期
は

個
人
消
費
の

伸
び
が
実
質

経
済
成
長
率

を
大
き
く
押

し
上
げ
る
形

と
な
っ
た
。

四
～
六
月
期

は
一
～
三
月

期
に
お
け
る

【第１図】　実質経済成長率の需要項目別寄与度
○　2014 年の実質経済成長率は、４月に消費税率の引上げが行われたことから、１～３月期は駆け込み需
要に伴う個人消費の伸びにより押し上げられたが、４～６月期は駆け込み需要の反動等でマイナスとなり、
７～９月期は在庫調整が進展したことなどから 2四半期連続でマイナスとなった。

平成26年　労働経済の年間分析
厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室

○　2014 年の日本経済は、4月に行われた消費税率
引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響もあり、
個人消費などに弱さがみられる中で、雇用情勢は、
一部に厳しさがみられるものの、着実に改善が進
んでおり、緩やかな回復基調が続いている。

○　雇用情勢については、完全失業率（季節調整値）
が 2014 年５月には 3.５％まで改善し、有効求人倍率
（季節調整値）が 2014 年６月には 22 年ぶりの水準
である 1.10 倍まで上昇するなど、一部に厳しさが
みられるものの、着実に改善が進んでいる。

○　賃金については、2014 年春季労使交渉において
ベースアップを含めた所定内給与の引上げが行わ
れた（賃上げ率は厚生労働省「平成 2６ 年民間主要
企業春季賃上げ要求・妥結状況」で 2.19％となり、
2001 年以来 13 年ぶりに2％を超える水準となっ
た。）ことや、大企業を中心とした好業績を背景と

する賞与の増加により、名目賃金は緩やかに増加
した一方で、2013 年７～9月以降、物価の上昇が名
目賃金の上昇を上回っていることから、実質賃金
は減少傾向にある。

○　消費については、2014 年1～3月期には消費税率
引上げに伴う駆け込み需要により大幅に増加した
が、2014 年4～６月期にはその反動により、大きく
減少し、その後、2014 年７～9月期には持ち直しの
動きがみられたものの、天候の影響もあって回復
には足踏みがみられる状況となっている。

○　地方における雇用情勢については、生産年齢人
口の減少が求職者数の減少を通じて、人手不足に
影響を与えていることや、人手不足が賃金の上昇
といった労働条件の改善にも寄与していることが
示唆された。

概
　
　
況

資料出所　内閣府「国民経済計算」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
	 １）	数値は季節調整済前期比に対する寄与度。
	 ２）	２0１4年7～9月期２次速報値を使用。
	 ３）	民間総固定資本形成＝民間住宅＋民間企業設備投資＋民間在庫品増加。
	 4）	グラフのシャドー部分は景気後退期。
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駆
け
込
み
需
要
の
反
動
等
か
ら
個
人
消
費
、

住
宅
投
資
、
設
備
投
資
が
前
期
比
マ
イ
ナ
ス

と
な
り
、
実
質
経
済
成
長
率
一
・
七
％
減
と

東
日
本
大
震
災
が
発
生
し
た
二
〇
一
一
年
一

～
三
月
期
以
来
の
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ

た
。
七
～
九
月
期
は
、
在
庫
調
整
が
進
展
し

た
こ
と
や
、
引
き
続
き
駆
け
込
み
需
要
の
反

動
等
の
影
響
に
よ
り
、
住
宅
投
資
が
前
期
比

マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
ほ
か
、
消
費
者
マ
イ
ン

ド
の
低
下
や
夏
の
天
候
不
順
の
影
響
等
に
よ

り
個
人
消
費
の
回
復
が
小
幅
に
と
ど
ま
っ
た

こ
と
か
ら
、
２
四
半
期
連
続
で
マ
イ
ナ
ス
と

な
っ
た
。

（
二
〇
一
四
年
三
月
を
ピ
ー
ク
に
低
下
傾
向

に
転
じ
た
景
気
動
向
指
数
）

　

景
気
の
動
向
を
把
握
す
る
た
め
、
景
気
動

向
指
数
の
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
※

の
動
き
を
第
２
図
に
よ
り
み
て
み
る
。
先
行

指
標
、
一
致
指
標
、
遅
行
指
標
は
す
べ
て
直

近
の
景
気
の
谷
（
暫
定
）
で
あ
る
二
〇
一
二

年
一
一
月
か
ら
上
昇
傾
向
が
続
い
て
い
た
が
、

先
行
指
数
は
二
〇
一
四
年
一
月
を
ピ
ー
ク
に

低
下
傾
向
に
転
じ
、
足
下
で
は
横
ば
い
圏
内

で
推
移
し
て
お
り
、
一
致
指
数
と
遅
行
指
数

は
三
月
を
ピ
ー
ク
に
低
下
傾
向
に
転
じ
て
い

る
。

※
景
気
変
動
の
大
き
さ
や
テ
ン
ポ
（
量
感
）

を
測
定
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
経
済
活

動
で
の
重
要
か
つ
景
気
に
敏
感
に
反
応
す

る
指
標
の
動
き
を
合
成
し
た
指
標
。

（
減
少
傾
向
に
あ
る
生
産
）

　

景
気
動
向
を
供
給
面
か
ら
把
握
す
る
た
め
、

鉱
工
業
生
産
指
数
（
季
節
調
整
値
）
及
び
第

三
次
産
業
活
動
指
数
（
季
節
調
整
値
）
の
推

移
を
第
３
図
よ
り
み
て
み
る
。

　

鉱
工
業
生
産
指
数
は
、
二
〇
一
二
年
末
以

降
、
景
気
回
復
に
伴
っ
て
上
昇
傾
向
で
推
移

し
て
お
り
、
二
〇
一
三
年
後
半
に
お
い
て
は

消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
駆
け
込
み
需
要
の

影
響
が
み
ら
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
上
昇
傾
向

は
二
〇
一
四
年
一
月
ま
で
続
い
た
。
二
〇
一

四
年
二
月
以
降
は
、
駆
け
込
み
需
要
の
反
動

減
等
の
影
響
を
受
け
て
低
下
に
転
じ
、
弱
め

に
推
移
し
て
い
た
が
、
九
月
は
上
昇
に
転
じ

て
い
る
。
さ
ら
に
、「
鉱
工
業
出
荷
内
訳
表
」

に
よ
り
、
鉱
工
業
製
品
に
対
す
る
外
需
、
内

需
別
の
推
移
に
つ
い
て
み
て
い
く
と
、
新
興

国
経
済
の
も
た
つ
き
や
海
外
生
産
の
拡
大
等

に
よ
り
、
輸
出
向
け
出
荷
指
数
（
季
節
調
整

値
）
は
二
〇
一
四
年
二
月
を
ピ
ー
ク
に
六
月

ま
で
低
下
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
そ
の
後
持
ち

直
し
て
い
る
。
一
方
で
国
内
向
け
出
荷
指
数

（
季
節
調
整
値
）
は
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴

う
駆
け
込
み
需
要
の
反
動
の
影
響
に
よ
り
、

二
〇
一
四
年
四
月
以
降
低
下
し
た
が
、
九
月

は
上
昇
に
転
じ
て
い
る
。
財
別
の
出
荷
指
数

（
季
節
調
整
値
、
平
成
二
二
年
＝
一
〇
〇
・

〇
）
を
み
る
と
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う

駆
け
込
み
需
要
の
反
動
の
影
響
に
よ
り
、
住

宅
関
連
等
の
建
設
財
は
二
〇
一
四
年
一
月
の

一
一
〇
・
一
か
ら
九
月
の
一
〇
二
・
五
に
、

自
動
車
や
家
電
等
の
耐
久
消
費
財
は
一
月
の

一
〇
〇
・
七
か
ら
九
月
の
八
四
・
二
に
大
き

【第２図】　景気動向指数（コンポジット・インデックス）の推移

【第３図】　生産活動の推移

資料出所　内閣府「景気動向指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　グラフのシャドー部分は景気後退期を示している。

資料出所　経済産業省「鉱工業指数」「第３次産業活動指数」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　グラフのシャドー部分は景気後退期を示している。　

○　一致指数と遅行指数は、2014 年３月をピークに低下傾向に転じている。

○　鉱工業生産指数は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響により、2014 年に入って低下
　傾向にあったが、９月は上昇に転じている。
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く
低
下
し
て
い
る
。
ま
た
、
業
種
別
の
出
荷

指
数
（
季
節
調
整
値
）
を
み
る
と
、
二
〇
一

四
年
に
入
り
輸
送
機
械
工
業
、
情
報
通
信
機

械
工
業
は
低
下
傾
向
に
あ
る
一
方
、
電
子
部

品
・
デ
バ
イ
ス
工
業
に
つ
い
て
は
、
ア
ジ
ア

で
生
産
さ
れ
る
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
タ
ブ
レ

ッ
ト
端
末
向
け
の
部
品
の
出
荷
が
基
調
的
に

底
堅
く
推
移
す
る
も
と
で
、
全
体
と
し
て
も

上
昇
傾
向
に
あ
る
。

　

サ
ー
ビ
ス
部
門
の
活
動
を
総
合
的
に
捉
え

る
第
三
次
産
業
活
動
指
数
（
季
節
調
整
値
、

平
成
一
七
年
＝
一
〇
〇
・
〇
）
は
、
消
費
税

率
引
上
げ
に
伴
う
駆
け
込
み
需
要
の
反
動
の

影
響
も
あ
っ
て
二
〇
一
四
年
四
月
に
大
き
く

低
下
し
た
後
、
こ
の
と
こ
ろ
横
ば
い
圏
内
で

推
移
し
て
お
り
、
二
〇
一
四
年
三
月
の
一
〇

三
・
二
か
ら
九
月
は
九
八
・
八
と
な
っ
た
。

産
業
別
に
み
る
と
、
卸
売
業
・
小
売
業
は
三

月
の
九
七
・
〇
か
ら
九
月
は
八
六
・
六
に
、

宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
は
三
月
の
一
〇

六
・
三
か
ら
九
月
は
一
〇
三
・
八
に
低
下
し

て
い
る
。

２
．
雇
用
・
失
業
の
動
向

（
一
部
に
厳
し
さ
が
み
ら
れ
る
も
の
の
、
着

実
に
改
善
が
進
ん
で
い
る
雇
用
情
勢
）

　

次
に
雇
用
・
失
業
の
動
向
に
つ
い
て
み
て

い
く
。
ま
ず
、
第
４
図
に
よ
り
完
全
失
業
率

（
季
節
調
整
値
）
と
有
効
求
人
倍
率
（
季
節

調
整
値
）
の
動
き
に
つ
い
て
み
て
み
る
。

　

月
別
で
み
る
と
完
全
失
業
率
は
、
過
去
最

悪
と
な
る
二
〇
〇
九
年
七
月
の
五
・
五
％
を

ピ
ー
ク
に
そ
の
後
低
下
し
、
二
〇
一
四
年
五

月
に
は
三
・
五
％
ま
で
改
善
し
た
。
ま
た
、

有
効
求
人
倍
率
は
、
二
〇
一
四
年
六
月
に
は

二
二
年
ぶ
り
の
水
準
で
あ
る
一
・
一
〇
倍
ま

で
上
昇
し
、
そ
の
後
、
横
ば
い
圏
内
の
動
き

と
な
っ
て
お
り
、
二
〇
一
三
年
一
一
月
か
ら

二
〇
一
四
年
九
月
ま
で
一
一
か
月
連
続
で
一

倍
台
の
水
準
と
な
っ
て
い
る
。
四
半
期
で
み

る
と
、
二
〇
一
四
年
七
～
九
月
期
の
完
全
失

業
率
は
三
・
六
％
、
有
効
求
人
倍
率
は
一
・

一
〇
倍
と
な
る
な
ど
、
雇
用
情
勢
は
、
一
部

に
厳
し
さ
が
み
ら
れ
る
も
の
の
、
着
実
に
改

善
が
進
ん
で
い
る
。

　

労
働
力
需
給
に
つ
い
て
求
人
・
求
職
の
両

面
か
ら
み
て
み
る
。
ま
ず
求
人
の
動
き
を
み

る
と
、
有
効
求
人
数
（
季
節
調
整
値
）
は
二

〇
〇
九
年
一
〇
～
一
二
月
期
以
降
、
新
規
求

人
数
（
季
節
調
整
値
）
は
二
〇
〇
九
年
七
～

九
月
期
以
降
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い
る
が
、

二
〇
一
四
年
七
～
九
月
期
は
共
に
前
期
比
で

減
少
し
、
有
効
求
人
数
は
月
平
均
二
二
八
万

人
、
新
規
求
人
数
は
月
平
均
八
三
万
人
と
な

っ
て
い
る
。
一
方
、
求
職
の
動
き
を
み
る
と
、

有
効
求
職
者
数
（
季
節
調
整
値
）
は
二
〇
〇

九
年
一
〇
～
一
二
月
以
降
、
新
規
求
職
者
数

（
季
節
調
整
値
）
は
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月

以
降
お
お
む
ね
減
少
傾
向
に
あ
り
、
二
〇
一

四
年
七
～
九
月
期
は
月
平
均
で
そ
れ
ぞ
れ
二

〇
八
万
人
、
五
〇
万
人
と
な
っ
て
い
る
。

　

そ
れ
で
は
、
足
下
で
は
ど
の
よ
う
な
求
人

が
増
え
、
ま
た
減
少
し
て
き
て
い
る
の
か
、

第
５
図
に
よ
り
新
規
求
人
数
の
動
向
を
み
て

い
く
。
全
産
業
で
み
る
と
、
二
〇
一
〇
年
三

【第４図】　完全失業率と求人倍率の推移（季節調整値）

【第５図】　新規求人数の動向

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）	データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期を示している。　　　　　　　
　　　　　２）	有効求人倍率及び新規求人倍率については、１97３年から沖縄を含む。
　　　　　３）	完全失業率については、１97２年7月から沖縄を含む。
　　　　　4）	有効求人倍率及び新規求人倍率については、新規学卒者を除きパートタイムを含む。
　　　　　５）	完全失業率の四半期値は、月次の季節調整値を厚生労働省労働政策担当参事官室にて単純平均したもの。
	 	 ただし、２0１１年３月から８月までの数値は総務省統計局により補完推計されている数値を用いた。

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

○　雇用情勢は、一部に厳しさがみられるものの、着実に改善が進んでいる。

○　全産業は、2014 年に入っても引き続き前年同月比プラスの傾向で推移している。
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月
以
降
一
貫
し
て
前
年
同
月
比
で
増
加
し
て

お
り
、
二
〇
一
四
年
に
入
っ
て
も
引
き
続
き

前
年
同
月
比
プ
ラ
ス
の
傾
向
で
推
移
し
て
い

る
。
主
要
産
業
別
に
み
る
と
製
造
業
に
つ
い

て
は
、
前
年
同
月
比
で
一
六
か
月
連
続
の
増

加
と
な
っ
て
い
る
が
、
消
費
税
率
引
上
げ
に

伴
う
駆
け
込
み
需
要
の
反
動
の
影
響
等
に
よ

り
生
産
が
弱
い
動
き
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
二
〇
一
四
年
に
入
っ
て
増
加
幅
は
縮
小

傾
向
に
あ
る
。
そ
の
ほ
か
、
宿
泊
業
・
飲
食

サ
ー
ビ
ス
業
、
医
療
・
福
祉
に
つ
い
て
も
堅

調
な
求
人
増
が
み
ら
れ
て
い
る
。

（
人
手
不
足
感
が
高
ま
っ
た
二
〇
一
四
年
）

　

第
６
図
に
よ
り
、
企
業
の
雇
用
人
員
判
断

Ｄ
．Ｉ
．（「
過
剰
」
―
「
不
足
」）
を
み
て
み
る
。

産
業
計
で
は
、
二
〇
〇
九
年
七
～
九
月
期
以

降
過
剰
感
は
低
下
し
、
二
〇
一
三
年
一
～
三

月
期
か
ら
不
足
超
に
転
じ
、
以
降
は
不
足
感

が
高
ま
っ
て
い
る
。
サ
ー
ビ
ス
や
建
設
な
ど

非
製
造
業
の
生
産
活
動
が
好
調
に
推
移
す
る

中
で
、
非
製
造
業
の
不
足
感
が
高
ま
っ
て
お

り
、
製
造
業
の
不
足
感
と
比
べ
て
差
が
み
ら

れ
る
。
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
駆
け
込
み

需
要
の
反
動
減
が
続
い
て
い
る
な
か
に
あ
っ

て
も
、
労
働
需
給
の
逼
迫
感
は
着
実
に
強
ま

っ
て
お
り
、
先
行
き
に
つ
い
て
も
不
足
感
が

さ
ら
に
高
ま
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　

製
造
業
と
非
製
造
業
の
不
足
感
に
差
が
生

じ
て
い
る
要
因
を
み
る
た
め
に
、
第
７
図
に

お
い
て
充
足
率
の
推
移
を
み
て
み
る
。
充
足

率
は
新
規
求
人
に
対
し
て
ど
れ
だ
け
の
就
職

が
達
成
さ
れ
た
の
か
を
示
し
た
割
合
で
あ
り
、

製
造
業
と
非
製
造
業
で
比
較
し
て
み
る
と
、

各
年
に
お
い
て
製
造
業
の
充
足
率
と
比
べ
て

非
製
造
業
の
充
足
率
は
低
く
な
っ
て
い
る
こ

と
が
分
か
る
。
非
製
造
業
の
充
足
率
が
一
貫

し
て
製
造
業
よ
り
も
低
く
推
移
す
る
要
因
と

し
て
は
、
非
製
造
業
の
新
規
求
人
数
が
相
対

的
に
多
い
こ
と
に
加
え
て
、
建
設
業
の
よ
う

に
需
要
が
伸
び
て
い
る
の
に
も
関
わ
ら
ず
、

企
業
が
求
め
て
い
る
能
力
が
あ
る
求
職
者
が

い
な
い
と
い
っ
た
雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
お

き
て
い
る
こ
と
も
一
因
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。

３
．
賃
金
・
労
働
時
間
の
動
向

（
１
）賃
金
の
動
向

（
緩
や
か
に
増
加
し
た
現
金
給
与
総
額
）

　

二
〇
一
四
年
の
賃
金
に
関
す
る
注
目
す
べ

き
動
き
と
し
て
は
、
春
季
労
使
交
渉
が
あ
げ

ら
れ
る
。
二
〇
一
四
年
春
季
労
使
交
渉
で
は
、

二
〇
一
三
年
の
秋
か
ら
年
末
に
か
け
て
開
催

さ
れ
た
「
経
済
の
好
循
環
実
現
に
向
け
た
政

労
使
会
議
」
に
お
い
て
、
政
労
使
の
三
者
が

企
業
収
益
の
拡
大
を
賃
金
上
昇
に
つ
な
げ
て

い
く
と
い
う
共
通
認
識
に
至
り
、
こ
れ
を
踏

ま
え
た
労
使
間
で
の
交
渉
の
結
果
、
多
く
の

企
業
で
賃
上
げ
が
行
わ
れ
た
。
厚
生
労
働
省

「
平
成
二
六
年
民
間
主
要
企
業
春
季
賃
上
げ

要
求
・
妥
結
状
況
」
で
現
行
ベ
ー
ス
（
交
渉

前
の
平
均
賃
金
）
に
対
す
る
賃
上
げ
率
を
み

る
と
、
二
〇
一
四
年
は
二
・
一
九
％
と
、
二

〇
〇
一
年
以
来
一
三
年
ぶ
り
に
二
％
を
超
え

る
賃
上
げ
率
と
な
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
な
動
き
を
踏
ま
え
、
二
〇
一
四

資料出所　日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）	グラフのシャドー部分は景気後退期を示している。
	 ２）	雇用人員判断D.I.について、２007年３月調査、２0１0年３月調査において調査対象企業が変更となっており、数値は接続しない。

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）	充足率＝一般フルタイムの充足数÷新規求人数（パートタイムを除く）×１00
　　　	 ２）	非製造業は産業計より製造業を除いたもの。

【第６図】　雇用人員判断D.I.の推移　

【第７図】　充足率の推移

○　雇用人員判断は不足感が高まっており、製造業・非製造業で不足感に差がみられる。

○　充足率（パートタイムを除く）の産業別推移をみると、製造業と非製造業では、製造業の充足率が非製造業
に比べて高くなっている。
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年
の
賃
金
全
体
の
動
き
を
具
体
的
に
み
て
い

く
。
第
８
表
に
よ
り
、
現
金
給
与
総
額
の
動

き
を
み
る
と
、
二
〇
一
一
年
及
び
二
〇
一
二

年
に
は
年
平
均
で
二
年
連
続
減
少
し
た
後
、

二
〇
一
三
年
に
は
前
年
比
〇
・
〇
％
と
減
少

に
歯
止
め
が
か
り
、
二
〇
一
四
年
一
～
九
月

期
に
は
前
年
同
期
比
〇
・
八
％
の
増
加
と
な

っ
た
。
就
業
形
態
別
に
み
る
と
、
一
般
労
働

者
で
は
二
〇
一
三
年
に
は
二
年
ぶ
り
の
増
加

と
な
っ
た
後
、
二
〇
一
四
年
一
～
九
月
期
に

は
一
・
二
％
増
と
堅
調
に
増
加
し
て
お
り
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
に
つ
い
て
も
、
二
〇

一
四
年
一
～
九
月
期
に
増
加
に
転
じ
て
い
る
。

　

次
に
現
金
給
与
を
構
成
す
る
所
定
内
給
与
、

所
定
外
給
与
、
特
別
給
与
そ
れ
ぞ
れ
の
動
き

を
み
て
み
る
。

　

所
定
内
給
与
は
二
〇
一
三
年
に
は
前
年
比

〇
・
六
％
減
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
四
年
一

～
九
月
期
に
は
前
年
同
期
比
で
横
ば
い
と
な

っ
た
。
第
９
図
に
よ
り
四
半
期
の
所
定
内
給

与
の
動
き
を
一
般
労
働
者
の
所
定
内
給
与
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
所
定
内
給
与
、
パ

ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
構
成
比
の
寄
与
に
そ
れ

ぞ
れ
分
け
て
み
る
と
、
労
働
時
間
が
短
い
こ

と
な
ど
か
ら
一
般
労

働
者
に
比
べ
て
月
間

の
所
定
内
給
与
の
低

い
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労

働
者
の
比
率
の
上
昇

が
、
一
貫
し
て
全
体

の
所
定
内
給
与
を
押

し
下
げ
て
い
る
こ
と

が
分
か
る
。
一
方
、

前
述
の
二
〇
一
四
年

春
季
労
使
交
渉
の
結

果
、
多
く
の
企
業
で

ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を
含

む
賃
金
の
引
上
げ
が

行
わ
れ
た
こ
と
な
ど

か
ら
、
二
〇
一
四
年

四
～
六
月
期
に
は
、

一
般
労
働
者
の
所
定

内
給
与
の
寄
与
が
増

加
に
転
じ
、
七
～
九

月
期
に
は
そ
の
寄
与

度
が
拡
大
し
た
こ
と

に
よ
り
、
全
体
の
所

定
内
給
与
は
前
年
同

期
比
〇
・
三
％
増
と

二
〇
〇
八
年
一
～
三

月
期
以
来
の
増
加
と

な
っ
た
こ
と
も
大
き

な
特
徴
と
な
っ
て
い

る
。

　

再
び
第
８
表
で
、

所
定
外
給
与
と
特
別

【第８表】　賃金の内訳別推移

【第９図】　所定内給与増減比　寄与度の推移

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	調査産業計、事業所規模５人以上。
											 ２）	２0１4（１-9）は１～9月期についてみており、前年比のうち現金給与総額、きまって支給する給与、所定内給与は指数、所定外給与、特別給与は実数から算出している。	
																	 「毎月勤労統計調査」をもとに労働政策担当参事官室にて試算。
	 ３）	前年比などの増減率は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した値であり、実額から計算した場合と必ずしも一致しない。
	 4）	「パートタイム労働者時給」は、「毎月勤労統計調査」をもとに労働政策担当参事官室にて試算。
	 ５）	実質賃金（総額）の増減率は、現金給与総額指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出した実質賃金指数を基に作成している。

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	一般労働者とパートタイム労働者の双方を含む常用労働者全体の所定内給与の増減率に対し、一般労働者の所定内給与の増減、パートタイム労働者の所定内給与の増減、一般労

働者とパートタイム労働者の構成比の変化の３つの要素が与えた影響の度合いを示したものである。
	 	 具体的な要因分解の方法は、次式による。

	 	
ΔW ｒ ｎ ｝/2 
W W W W

└ 一般の給与寄与 ┘　 └ パートの給与寄与 ┘ └ パートタイム労働者の構成比寄与 ┘
	 	 W：所定内給与　（￣は労働者計、添字nは一般労働者、pはパートタイム労働者、Δは対前年同期からの増減を示す）	 　	r：パートタイム労働者の構成比

	２）	調査産業計、事業所規模５人以上。
	３）	常用労働者全体、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、所定内給与指数に基準数値を乗じて所定内給与の時系列接続が可能となるように修正した実数値を算出

し、これらの数値をもとにパートタイム労働者構成比を推計している。

○　2014 年（１～９月期）の現金給与総額は、前年同期比 0.8％増と増加した。また、所定内給与の前年同期比は横ばい、
所定外給与及び特別給与についてはそれぞれ 3.9％増、4.4％増となっている。

○　相対的に月間賃金水準の低いパートタイム労働者の構成比の高まりにより、所定内給与の減少が続いていたが、2014 年
４～６月期より一般労働者の所定内給与がプラスに寄与し始め、７～９月期は 26四半期ぶりの増加となった。

（単位　円、％）

年・期

現金給与総額
きまって
支給する

給与

所定内給与 所定外給与 特別給与 パート
タイム
労働者
時給

実質賃金（就
業形態計、現
金給与総額）

の増減率

一　般
労働者

パート
タイム
労働者

一　般
労働者

パート
タイム
労働者

一　般
労働者

パート
タイム
労働者

一　般
労働者

パート
タイム
労働者

額
２00８ ３３１,３00 4１4,449 9５,８7３ ２70,５１１ ２５１,06８ ３07,990 ８9,８96 １9,44３ ２５,２１１ ３,１１4 60,7８9 ８１,２4８ ２,８6３ １,00１ -

9 ３１５,２94 ３9８,１0１ 94,7８３ ２6２,３５7 ２4５,6８7 ３04,40８ ８9,３１6 １6,670 ２１,８２4 ２,944 ５２,9３7 7１,８69 ２,５２３ １,0１８ -
１0 ３１7,３２１ 40２,7３0 9５,790 ２6３,２4５ ２4５,0３８ ３04,707 90,２7２ １８,２07 ２4,07５ ２,9８５ ５4,076 7３,94８ ２,５３３ １,0１８ -
１１ ３１6,79１ 40３,５6３ 9５,64５ ２6２,３7２ ２44,000 ３04,３7３ 90,１３6 １８,３7２ ２4,4３８ ２,9１３ ５4,4１9 74,7５２ ２,５96 １,0２１ -
１２ ３１4,１２6 40１,694 97,１77 ２6１,５８4 ２4２,８２３ ３0３,８64 9１,５9５ １８,76１ ２５,09３ ３,07３ ５２,５4２ 7２,7３7 ２,５09 １,0２6 -
１３ ３１4,04８ 404,7２0 96,644 ２60,３49 ２4１,２46 ３0３,9１0 90,997 １9,１0３ ２５,7２１ ３,２３５ ５３,699 7５,0８9 ２,4１２ １,0３３ -
１4（１-9） ３00,0３0 ３８6,１0８ 96,２74 ２60,８44 ２4１,２97 ３04,7８２ 9１,１２6 １9,５47 ２6,4１３ ３,３0３ ３9,１８7 ５4,94３ １,８46 １,044 -

前年比
２00８ -0.３ 0.0 １.0 -0.２ -0.１ 0.１ 0.9 -２.２ -１.9 -１.6 -0.4 -0.１ ５.7 ２.２ -１.８ 

9 -３.9 -３.4 -１.５ -２.２ -１.３ -0.7 -１.１ -１３.５ -１３.0 -５.８ -１１.８ -１0.7 -１２.３ １.7 -２.6 
１0 0.５ １.0 １.１ 0.３ -0.4 0.0 １.２ 9.１ １0.２ １.4 １.9 ２.6 0.５ -0.１ １.３ 
１１ -0.２ 0.１ -0.１ -0.4 -0.５ -0.２ -0.１ 0.８ １.4 -２.３ 0.6 １.0 ２.7 0.３ 0.１ 
１２ -0.7 -0.２ １.５ -0.１ -0.２ 0.１ １.５ ２.4 ３.0 ５.３ -３.３ -２.３ -３.８ 0.５ -0.7 
１３ 0.0 0.7 -0.6 -0.５ -0.6 0.0 -0.7 １.８ ２.５ ５.３ ２.１ ３.１ -３.9 0.7 -0.５ 
１4（１-9） 0.８ １.２ 0.7 0.３ 0.0 0.３ 0.５ ３.9 4.4 ３.6 4.4 ５.0 4.0 １.２ -２.6 

前年同期比
２0１２ Ⅰ 0.0 0.１ ２.５ 0.３ 0.0 -0.１ ２.５ ３.８ 4.１ 6.１ -7.6 -6.9 -１4.7 0.３ -0.4 

Ⅱ -0.５ 0.１ １.9 0.２ -0.２ 0.１ １.7 ５.9 6.6 7.８ -２.7 -１.８ 7.0 0.５ -0.８ 
Ⅲ -0.7 -0.１ 0.５ -0.３ -0.4 0.１ 0.7 １.３ ２.0 ２.6 -３.7 -２.８ -7.4 0.6 -0.３ 
Ⅳ -１.１ -0.５ １.0 -0.4 -0.２ 0.0 １.１ -１.２ -0.7 4.８ -３.0 -２.0 -4.３ 0.7 -0.9 

１３ Ⅰ -0.6 0.4 -１.３ -0.9 -0.7 0.１ -１.５ -１.9 -１.２ ３.８ 9.6 １１.0 -0.9 0.８ 0.１ 
Ⅱ 0.３ 0.9 0.１ -0.4 -0.4 0.１ -0.１ 0.6 １.0 7.0 ２.4 ３.３ -３.３ 0.８ 0.５ 
Ⅲ -0.4 0.２ -0.５ -0.５ -0.7 -0.１ -0.6 ３.0 ３.7 ５.7 0.３ １.３ -３.0 0.4 -１.7 
Ⅳ 0.4 １.２ -0.５ -0.２ -0.7 0.0 -0.4 ５.５ 6.4 4.6 １.9 ２.9 -５.２ 0.6 -１.３ 

１4 Ⅰ 0.１ 0.５ 0.８ 0.１ -0.4 0.0 0.6 ５.0 ５.4 6.３ 0.８ １.１ 6.２ １.１ -１.８ 
Ⅱ 0.８ １.２ 0.８ 0.３ -0.１ 0.３ 0.6 4.4 ５.0 ３.５ ２.８ ３.4 ２.9 １.３ -３.4 
Ⅲ １.５ ２.0 0.4 0.５ 0.３ 0.6 0.２ ２.２ ２.7 １.１ ８.0 ８.５ 4.２ １.１ -２.３ 
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給
与
の
動
き
に
つ
い
て
み
て
み
る
。
所
定
外

給
与
は
、
景
気
の
緩
や
か
な
回
復
を
受
け
て
、

二
〇
一
三
年
四
～
六
月
期
に
前
年
同
期
比
で

プ
ラ
ス
に
転
じ
、
そ
の
後
増
加
幅
が
拡
大
し

た
が
、
二
〇
一
四
年
に
入
る
と
、
生
産
活
動

の
拡
大
が
一
服
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
徐
々
に

増
加
幅
が
縮
小
し
て
い
る
。

　

特
別
給
与
は
二
〇
一
三
年
に
前
年
比
二
・

一
％
増
と
二
年
ぶ
り
の
増
加
と
な
り
、
二
〇

一
四
年
一
～
九
月
期
に
は
前
年
同
期
比
四
・

四
％
増
と
大
幅
な
増
加
と
な
っ
た
。
特
別
給

与
の
多
く
は
賞
与
（
い
わ
ゆ
る
ボ
ー
ナ
ス
）

で
あ
る
た
め
、
厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統

計
調
査
」
で
二
〇
一
四
年
夏
季
賞
与
の
状
況

を
み
て
み
る
と
、
事
業
所
規
模
五
人
以
上
で

は
三
七
〇
、五
五
〇
円
と
な
り
、前
年
比
三
・

一
％
増
と
一
九
九
一
年
の
同
六
・
三
％
増
以

来
、
二
三
年
ぶ
り
の
高
い
伸
び
と
な
っ
て
い

る
。
夏
季
賞
与
の
動
き
に
つ
い
て
主
要
産
業

別
に
み
る
と
、
製
造
業
前
年
比
一
〇
・
五
％

増
、
卸
売
業
、
小
売
業
同
五
・
六
％
増
、
医

療
、
福
祉
同
三
・
二
％
増
と
な
っ
た
一
方
、

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
等
で
同
九
・
八
％
減
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
事
業
所
規
模
別
に
み

る
と
、
減
少
し
た
の
は
五
～
二
九
人
規
模
の

み
で
、
五
〇
〇
人
以
上
規
模
に
つ
い
て
は
同

八
・
一
％
増
と
大
幅
な
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
二
〇
一
四
年
の
年
末
賞
与
に
つ
い

て
、
一
一
月
一
三
日
に
経
団
連
が
発
表
し
た

「
二
〇
一
四
年
年
末
賞
与
・
一
時
金
大
手
企

業
業
種
別
妥
結
状
況
（
加
重
平
均
）」
の
第

一
回
集
計
を
み
る
と
、
す
で
に
妥
結
し
た
七

六
社
の
総
平
均
が
前
年
よ
り
五
・
七
八
％
増

加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
二
〇
一
四
年
の

年
末
賞
与
も
堅
調
に
増
加
す
る
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
二
〇
一
四
年
の
名
目
賃
金

（
現
金
給
与
総
額
）
に
つ
い
て
は
、
パ
ー
ト

タ
イ
ム
労
働
者
比
率
の
上
昇
が
続
い
て
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
二
〇
一
四
年
春
季
労
使

交
渉
に
基
づ
く
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を
含
め
た
所

定
内
給
与
の
引
上
げ
と
、
大
企
業
を
中
心
と

し
た
好
業
績
を
背
景
と
す
る
賞
与
の
増
加
に

よ
り
、
前
年
同
期
比
で
緩
や
か
に
増
加
し
て

い
る
。
一
方
、
物
価
上
昇
を
加
味
し
た
実
質

賃
金
（
現
金
給
与
総
額
）
の
前
年
同
期
比
の

動
き
を
み
る
と
、
二
〇
一
三
年
七
～
九
月
以

降
、
物
価
の
上
昇
が
名
目
賃
金
（
現
金
給
与

総
額
）
の
上
昇
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら

減
少
が
続
い
て
お
り
、
二
〇
一
四
年
四
～
六

月
期
に
は
消
費
税
率
引
上
げ
に
よ
る
物
価
上

昇
の
影
響
に
よ
り
、
減
少
幅
が
拡
大
し
た
が
、

七
～
九
月
期
に
は
名
目
賃
金
の
上
昇
が

大
き
か
っ
た
こ
と
か
ら
、実
質
賃
金（
現

金
給
与
総
額
）
の
減
少
幅
は
縮
小
し
て

い
る
。

（
2
）労
働
時
間
の
動
向

（
総
実
労
働
時
間
は
横
ば
い
で
推
移
）

　

第
10
表
に
よ
り
、
総
実
労
働
時
間
の

動
き
を
み
る
と
、
二
〇
一
三
年
に
前
年

比
一
・
〇
％
減
少
し
た
後
、
二
〇
一
四

年
一
～
九
月
期
に
は
前
年
同
期
比
〇
・

〇
％
と
横
ば
い
と
な
っ
た
。
二
〇
一
四

年
一
～
九
月
期
を
就
業
形
態
別
で
み
る

と
、
景
気
の
回
復
基
調
が
続
く
中
で
、

一
般
労
働
者
の
総
実
労
働
時
間
は
前
年

同
期
比
〇
・
四
％
増
と
な
る
一
方
、
パ

ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
総
実
労
働
時
間

は
前
年
同
期
比
〇
・
五
％
減
と
な
っ
た
。

こ
の
背
景
に
は
、
労
働
需
要
が
高
ま
る

中
で
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
中
で

も
相
対
的
に
労
働
時
間
が
短
い
者
が
増

加
し
た
こ
と
が
影
響
し
て
い
る
と
も
の

と
考
え
ら
れ
る
。

　

第
11
図
に
よ
り
、
製
造
業
の
所
定
外

労
働
時
間
（
季
節
調
整
値
）
の
動
向
を

【第10表】　月間労働時間の内訳別の推移

【第11図】　生産・残業時間の推移（季節調整値）

○　2014 年１～９月期の総実労働時間は前年同期比で同水準となった。また、一般労働者につい
ては、前年同期比で増加しているが、パートタイム労働者については減少した。

○　製造業の所定外労働時間は、生産活動の活発化に伴い、2012 年 12 月から 2014 年３月まで
増加傾向で推移したが、その後は消費税率の引上げに伴う反動減もあり減少傾向にある。

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	調査産業計、事業所規模５人以上。
	 ２）	２0１4（１-9）は１～9月期についてみており、前年比は指数から算出している。「毎月勤労統計調査」をもとに労働政策担当参事官室にて試算。
	 ３）	前年比などの増減率は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した値であり、実数から計算した場合と必ずしも一致しない。

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、経済産業省「鉱工業指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	シャドー部分は景気後退期。
	 ２）	各指数については、最新の改定状況であり、毎月勤労統計調査、鉱工業生産指数ともに２0１0年＝１00として算出している。

（単位　時間、％）

年・期
総実労働時間

一般労働者 パートタイム
労働者

所定内
労働時間

所定外
労働時間

時間
２007 年 １５0.7	 １70.6	 94.0	 １３9.7	 １１.0	

８ １49.３	 １69.３	 9２.6	 １３８.6	 １0.7	
9 １44.4	 １64.7	 90.２	 １３５.２	 9.２	

１0 １46.２	 １67.4	 9１.３	 １３6.２	 １0.0	
１１ １4５.6	 １67.２	 90.８	 １３５.6	 １0.0	
１２ １47.１	 １69.２	 9２.１	 １３6.7	 １0.4	
１３ １4５.５	 １6８.２	 9１.１	 １３4.9	 １0.6	
１4（１-9） １44.7	 １67.7	 90.３	 １３３.８	 １0.9	

前年比
２007 年 -0.7	 0.0	 -１.9	 -0.８	 １.３	

８ -１.２	 -0.9	 -１.7	 -１.１	 -１.５	
9 -２.８	 -２.５	 -２.３	 -１.８	 -１4.9	

１0 １.５	 １.８	 １.３	 0.８	 １0.１	
１１ -0.２	 -0.１	 -0.３	 -0.３	 １.0	
１２ 0.５	 0.８	 １.１	 0.５	 0.6	
１３ -１.0	 -0.6	 -１.１	 -１.３	 ２.３	
１4（１-9） 0.0	 0.4	 -0.５	 -0.３	 4.８	

前年同期比
２0１２ Ⅰ １.6	 １.7	 ２.３	 １.7	 １.８	

Ⅱ １.0	 １.３	 １.4	 0.7	 4.0	
Ⅲ -0.８	 -0.7	 0.２	 -0.9	 -0.9	
Ⅳ 0.５	 0.9	 0.6	 0.6	 -２.５	

１３ Ⅰ -２.9	 -２.6	 -２.0	 -３.２	 -１.6	
Ⅱ -0.５	 0.0	 -0.7	 -0.５	 １.0	
Ⅲ -0.３	 0.３	 -0.８	 -0.6	 4.0	
Ⅳ -0.５	 0.１	 -0.9	 -１.0	 6.0	

１4 Ⅰ 0.５	 0.9	 -0.３	 0.１	 7.１	
Ⅱ -0.３	 0.１	 -0.５	 -0.7	 ５.１	
Ⅲ -0.１	 0.１	 -0.８	 -0.３	 ２.２	

50

60

70

80
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100
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140
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(2010年＝100)
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み
る
と
、
世
界
経
済
の
減
速
を
背
景
に
、
二

〇
一
二
年
四
月
か
ら
一
一
月
ま
で
は
減
少
し

て
い
た
が
、
二
〇
一
二
年
一
二
月
以
降
、
個

人
消
費
を
中
心
と
す
る
景
気
の
拡
大
に
よ
り

生
産
が
持
ち
直
し
、
増
加
傾
向
へ
と
転
じ
た
。

二
〇
一
四
年
に
入
る
と
、
生
産
活
動
の
拡
大

が
一
服
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
減
少
傾
向
に
あ

る
。

４
．
物
価
、
勤
労
者
家
計
の
動
向

（
１
）物
価
の
動
向

（
上
昇
率
が
縮
小
傾
向
に
あ
る
企
業
物
価
指
数
）

　

物
価
動
向
を
把
握
す
る
た
め
に
企
業
間
取

引
と
消
費
者
取
引
の
二
つ
の
側
面
か
ら
み
て

い
こ
う
。

　

企
業
間
取
引
に
お
け
る
物
価
と
し
て
は
モ

ノ
を
対
象
と
し
た
「
企
業
物
価
」
と
サ
ー
ビ

ス
を
対
象
と
し
た
「
企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
価

格
」
が
あ
る
。

　

ま
ず
、
企
業
物
価
の
動
き
を
把
握
す
る
た

め
の
代
表
的
な
指
標
で
あ
る
国
内
企
業
物
価

指
数
の
動
き
に
つ
い
て
み
て
み
る
。
消
費
税

の
影
響
を
除
い
た
国
内
企
業
物
価
指
数
は
二

〇
一
三
年
七
月
以
降
、
前
年
同
月
比
で
二
％

台
の
上
昇
率
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
四
年
二

月
以
降
、
上
昇
率
が
縮
小
傾
向
と
な
り
、
二

〇
一
四
年
九
月
に
は
同
〇
・
七
％
ま
で
上
昇

率
が
縮
小
し
た
。

　

次
に
企
業
物
価
の
上
昇
率
が
ど
の
よ
う
な

需
要
の
影
響
を
受
け
て
い
た
か
に
つ
い
て
み

る
た
め
、
企
業
物
価
指
数
（
国
内
需
要
財
）

の
推
移
を
み
て
い
く
。
企
業
物
価
指
数
（
国

内
需
要
財
）
は
国
内
品
だ
け
で
な
く
、
輸
入

品
も
含
め
た
物
価
の
動
き
を
み
た
も
の
で
あ

り
、
国
内
企
業
物
価
指
数
と
異
な
る
こ
と
に

留
意
が
必
要
で
あ
る
。
第
12
図
で
は
消
費
税

の
影
響
を
除
い
た
企
業
物
価
指
数
（
国
内
需

要
財
）
の
推
移
を
需
要
段
階
別
の
寄
与
度
と

と
も
に
示
し
て
い
る
。

　

企
業
物
価
指
数
（
国
内
需
要
財
）
は
、
前

述
し
た
国
内
企
業
物
価
指
数
と
同
様
の
動
き

を
し
て
お
り
、
二
〇
一
三
年
は
前
年
同
期
比

で
上
昇
率
が
拡
大
傾
向
と
な
っ
て
い
る
が
、

二
〇
一
四
年
一
～
三
月
期
よ
り
上
昇
率
が
縮

小
し
て
い
る
。
各
需
要
段
階
別
の
寄
与

度
を
み
る
と
、
二
〇
一
三
年
は
素
原
材

料
、
中
間
財
、
最
終
財
の
全
て
の
需
要

段
階
で
プ
ラ
ス
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ

は
、
為
替
の
円
安
方
向
へ
の
動
き
に
よ

り
輸
入
物
価
が
上
昇
し
た
こ
と
な
ど
を

背
景
に
、
企
業
間
取
引
に
お
い
て
、
素

原
材
料
、
中
間
財
の
み
な
ら
ず
最
終
財

に
ま
で
徐
々
に
物
価
上
昇
が
波
及
し
た

こ
と
が
要
因
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。

　

一
方
、
二
〇
一
四
年
一
～
三
月
期
以

降
は
、
為
替
の
円
安
方
向
へ
の
動
き
が

和
ら
い
だ
こ
と
や
、
一
部
の
産
油
国
に

よ
る
原
油
輸
出
の
再
開
の
動
き
な
ど
に

よ
り
初
夏
以
降
に
原
油
価
格
が
下
落
し

た
こ
と
な
ど
を
受
け
て
、
素
原
材
料
を

中
心
に
物
価
の
上
昇
幅
が
縮
小
し
、
全

体
の
上
昇
率
が
縮
小
し
た
。

　

な
お
、
企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
価
格
に

つ
い
て
は
、
消
費
税
率
引
上
げ
の
直
接

的
な
影
響
を
除
い
た
前
年
比
ベ
ー
ス
で

み
て
み
る
と
、
二
〇
一
四
年
入
っ
た
後

も
プ
ラ
ス
幅
を
拡
大
、
維
持
し
て
い
る
。

資料出所　日本銀行「企業物価指数」よりに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）	需要段階別指数は、基本分類指数の各項目が、経済の循環過程のどの段階で最終的に需要されるかに着目して分類されたもの。
	 	 国内向け（内需）に充てられる場合は国内需要財（国内品+輸入品）、海外向け（外需）に充てられる場合は輸出品と大別されている。
	 ２）	国内需要財は、国内で、生産活動のために使用・消費されるか､最終需要に充てられるかによって、さらに以下の３項目に分類される。
	 	 ・	素原材料は、第一次産業で生産された未加工の原材料、燃料で生産活動のため使用、消費されるもの（例：原油など）。
	 	 ・	中間財は、加工過程を経た製品で、生産活動のためさらに使用、消費される原材料、燃料、動力及び生産活動の過程で使用される消耗品　

　（例：ナフサなど）。
	 	 ・	最終財は、生産活動において原材料、燃料、動力として、さらに使用、消費されることのない最終製品（例：プラスチック製日用品など）。
	 ３）	２0１0年基準で算出。
	 4）	ここで用いた需要段階別・用途別指数は消費税を除くベースで作成されている。

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」をより厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　消費者物価指数（財・サービス分類）を以下のとおり一部組み替えて作成した。
　　　　　　公共サービス（含水道）：公共サービス、水道料
　　　　　　生鮮商品：生鮮野菜、生鮮果物、生鮮魚介、生鮮肉、卵、切り花
　　　　　　一般サービス	：公共サービスを除くサービス
　　　　　　一般商品：石油製品を除く工業製品、他の農水畜産物（米類等）、出版物
　　　　　　エネルギー：電気代、都市ガス代、石油製品（プロパンガス、灯油、ガソリン）

【第12図】　企業物価指数（国内需要財）上昇率の需要段階別寄与度

【第13図】　消費者物価指数（総合）の上昇率の財・サービス分類別寄与度

○　企業物価指数（国内需要材）の上昇率は、2013 年には、為替の円安方向の動きなどを受けて
緩やかに拡大したが、2014 年１～３月期から為替の円安方向への動きが和らいだことや初夏以
降に原油価格の下落したことなどの影響を受けて、素原材料を中心に中間財、最終財の上昇率が
徐々に縮小したことが寄与し、企業物価指数（国内需要材）の上昇テンポは鈍化した。

○　消費者物価指数（総合）の上昇率は、2013 年は７～９月期に上昇に転じ、同年 10～ 12 月期
と 2014 年１～３月期には一般商品などの上昇が寄与して上昇幅が拡大した。2014 年４～６月
期は消費税率の引上げとそれに伴う物価の上昇基調により、上昇率は大幅に拡大したものの、続
く７～９月期は消費税率引上げ後の需要面での弱めの動きや、エネルギーの寄与度の幅が縮小し
たことなどにより上昇テンポが鈍化した。
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69

（
消
費
税
率
引
上
げ
後
、
上
昇
テ
ン
ポ
が
鈍

化
し
た
消
費
者
物
価
）

　

次
に
消
費
者
物
価
の
動
き
に
つ
い
て
み
て

い
く
。
第
13
図
は
消
費
者
物
価
指
数（
総
合
）

の
上
昇
率
の
推
移
を
財
・
サ
ー
ビ
ス
分
類
別

の
寄
与
度
と
と
も
に
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

消
費
者
物
価
指
数
（
総
合
）
の
上
昇
率
を
前

年
同
期
比
で
み
て
い
く
と
、
二
〇
一
三
年
七

～
九
月
期
以
降
上
昇
率
が
プ
ラ
ス
に
な
り
、

二
〇
一
四
年
四
～
六
月
期
に
消
費
税
率
引
上

げ
に
よ
っ
て
大
き
く
上
昇
し
た
後
、
上
昇
率

が
縮
小
傾
向
に
な
っ
て
い
る
。

　

続
い
て
財
・
サ
ー
ビ
ス
分
類
別
の
寄
与
度

に
つ
い
て
み
て
い
く
。
年
平
均
を
み
る
と
二

〇
一
三
年
に
前
年
比
で
マ
イ
ナ
ス
に
寄
与
し

て
い
た
一
般
商
品
が
二
〇
一
四
年
一
～
九
月

期
に
お
い
て
は
前
年
同
期
比
で
大
き
く
プ
ラ

ス
に
寄
与
し
て
お
り
、
そ
の
こ
と
に
よ
り
上

昇
率
が
拡
大
し
た
こ
と
が
分
か
る
。
ま
た
、

そ
の
推
移
を
四
半
期
で
細
か
く
み
る
と
、
二

〇
一
三
年
一
〇
～
一
二
月
期
と
二
〇
一
四
年

一
～
三
月
期
は
一
般
商
品
や
一
般
サ
ー
ビ
ス

の
寄
与
度
が
プ
ラ
ス
に
転
じ
た
こ
と
、
二
〇

一
四
年
四
～
六
月
期
は
消
費
税
率
引
上
げ
の

影
響
を
受
け
て
特
に
一
般

商
品
の
寄
与
度
が
拡
大
し

た
こ
と
に
よ
っ
て
、
消
費

者
物
価
指
数
（
総
合
）
の

上
昇
率
は
拡
大
し
て
い
る
。

そ
の
後
、
二
〇
一
四
年
七

～
九
月
期
に
は
全
体
の
消

費
者
物
価
指
数
（
総
合
）

の
上
昇
率
は
縮
小
し
て
い

る
が
、
こ
れ
は
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
寄
与
度
が
縮
小
し
て

い
る
こ
と
が
全
体
を
押
し

下
げ
て
い
る
も
の
で
あ
り
、

原
油
価
格
の
下
落
が
要
因

と
考
え
ら
れ
る
。

（
２
）勤
労
者
家
計
の
動
向

（
持
ち
直
し
の
動
き
が
続

く
も
の
の
足
踏
み
が
み
ら

れ
る
消
費
支
出
）

　

次
に
前
述
の
よ
う
な
物

価
の
動
き
の
中
、
勤
労
者

世
帯
の
消
費
支
出
が
ど
の

よ
う
に
変
化
し
た
の
か
み

て
い
く
。

　

第
14
図
に
は
勤
労
者
世

資料出所　総務省統計局「家計調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	二人以上の世帯のうち勤労者世帯の値。
	 ２）	名目、季節調整値。

【第14図】　勤労者世帯の消費支出
○　勤労者世帯の消費支出は 2014 年１～３期に消費税率引上げ前の駆け込み需要で増加したが、４
～６期にはその反動で減少した。７～９期は持ち直しの動きが続いたものの、天候要因などの影
響を受け、回復に足踏みがみられた。
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【第15表】　費目別にみた実質消費支出の推移

○　消費支出は、2014 年１～３月期に消費税率引上げに伴う駆け込み需要で家具・家事用品、住居、交通・通信などを中心に増加し、2014 年４～６月
期以降はその反動の影響を大きく受けた。

資料出所　総務省統計局「家計調査」にて厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	二人以上の世帯のうち勤労者世帯の数値。
　　　	 ２）	指数は、消費支出から世帯規模（人員）、一か月の日数及び物価水準の変動の影響を取り除いて計算された消費水準指数（ただし年は原指数で四半期は季節調整済指数）。
　　　	 ３）	実質前年（同期）比は、上記影響を取り除く前の支出金額から算出された値であり、消費水準指数から算出された値ではない。

年・期

消費支出 食料 住居 光熱・水道 家具・家事用品 被服及び履物 保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

指数

実質前
年（同
期）比
（％）

２009 99.4	 -0.３	 １00.３	 -１.５	 94.6	 ２.4	 9８.0	 -１.１	 9１.１	 -１.１	 １00.0	 -２.５	 １04.9	 ３.9	 99.２	 ２.6	 9５.８	 ２.８	 9５.５	 ２.２	

１0 １00.0	 0.6	 １00.0	 -0.５	 １00.0	 6.0	 １00.0	 １.３	 １00.0	 9.9	 １00.0	 -0.３	 １00.0	 -4.８	 １00.0	 0.9	 １00.0	 ３.２	 １00.0	 4.6	

１１ 97.３	 -２.7	 9８.7	 -１.３	 １04.８	 4.7	 97.１	 -３.0	 １0３.4	 ３.6	 96.7	 -３.２	 96.１	 -３.８	 9３.８	 -6.３	 １04.１	 4.５	 9５.4	 -4.6	

１２ 9８.6	 １.6	 99.８	 １.4	 99.4	 -５.0	 96.３	 -0.4	 １07.１	 ３.7	 99.7	 ３.4	 １04.２	 ８.6	 １0２.9	 １0.１	 99.6	 -３.6	 94.１	 -0.9	

１３ １00.0	 １.２	 １0１.８	 １.7	 96.５	 -３.１	 9５.0	 -２.0	 １0８.５	 １.３	 １00.7	 0.9	 １04.0	 -0.５	 １06.7	 ３.３	 １0５.6	 ５.３	 96.4	 ２.２	

１4（１～9） 96.５	 -３.7	 97.５	 -３.4	 9８.３	 4.３	 9３.6	 -５.５	 １09.８	 ５.１	 96.８	 -１.9	 96.6	 -6.0	 １06.0	 0.５	 99.7	 -８.１	 9２.１	 -4.9	

２0１１ Ⅰ 96.８	 -4.0	 9８.7	 -１.３	 9８.５	 -２.4	 99.0	 ２.５	 １0２.５	 ３.7	 9２.4	 -9.6	 9５.３	 -３.9	 96.9	 -５.３	 99.８	 -１.7	 9２.7	 -6.4	

Ⅱ 96.9	 -１.7	 9８.0	 -１.6	 9８.３	 -５.８	 97.８	 -３.３	 １06.８	 １7.0	 96.0	 -0.9	 96.9	 -２.５	 9２.８	 -３.6	 99.4	 -0.２	 96.9	 0.２	

Ⅲ 97.6	 -３.4	 9８.８	 -１.7	 １１３.0	 １7.１	 96.５	 -7.２	 １0１.８	 -１.３	 97.0	 -7.２	 9３.８	 -7.２	 90.８	 -１4.５	 １0８.１	 １３.３	 97.6	 0.0	

Ⅳ 9８.１	 -１.6	 99.4	 -0.6	 １0８.4	 9.８	 94.9	 -５.３	 １0２.３	 -２.7	 １0１.３	 4.２	 9８.３	 -２.0	 9５.２	 -１.0	 １１１.0	 9.２	 94.５	 -１１.５	

１２ Ⅰ 97.0	 １.4	 99.８	 ２.５	 9８.８	 １.0	 97.0	 -0.５	 １0５.８	 ３.５	 96.８	 7.１	 １0３.0	 9.２	 94.３	 -0.6	 １00.８	 ３.4	 9３.１	 １.８	

Ⅱ 99.１	 ２.4	 99.１	 １.２	 97.4	 -１.１	 96.6	 -0.9	 １0５.８	 -0.５	 99.８	 4.１	 １0１.３	 4.7	 １07.３	 １５.6	 １0３.4	 ３.８	 9５.３	 -１.１	

Ⅲ 9８.7	 １.0	 99.9	 １.１	 １00.５	 -１１.6	 94.８	 -１.８	 １07.6	 4.7	 9５.9	 -２.３	 １07.２	 １３.８	 １04.８	 １4.８	 9８.３	 -１２.３	 9２.0	 -6.0	

Ⅳ 99.５	 １.6	 １00.３	 １.１	 １0１.0	 -6.6	 96.３	 １.５	 １09.２	 6.８	 １04.6	 4.0	 １0５.３	 6.８	 １0５.２	 １１.３	 97.５	 -１0.6	 96.２	 ２.0	

１３ Ⅰ １0２.6	 4.9	 １0２.4	 １.9	 99.５	 -１.7	 97.6	 0.２	 １07.５	 0.7	 １00.4	 ２.7	 １07.0	 ２.6	 １09.0	 １4.８	 １09.0	 ８.4	 9８.4	 4.7	

Ⅱ １00.１	 １.１	 １0３.２	 4.4	 99.9	 １.7	 9２.８	 -３.9	 １09.８	 4.0	 １0２.7	 ３.１	 １07.0	 ５.８	 １0１.4	 -５.6	 １0３.4	 １.0	 96.6	 １.５	

Ⅲ 99.２	 0.6	 １0１.4	 １.4	 9３.２	 -6.0	 9５.0	 0.１	 １0８.7	 １.0	 １00.３	 4.１	 １0１.３	 -５.6	 １04.２	 -0.9	 １0８.7	 １4.7	 97.4	 ５.８	

Ⅳ 9８.１	 -１.7	 １00.4	 -0.6	 9３.4	 -6.0	 9３.３	 -３.9	 １0８.３	 -0.9	 99.7	 -4.８	 １00.9	 -4.0	 １１１.３	 ５.7	 99.0	 -１.0	 9３.５	 -３.4	

１4 Ⅰ １04.２	 １.7	 １0２.３	 -0.4	 １１３.9	 １4.9	 9５.7	 -２.２	 １49.２	 ３9.１	 １04.１	 4.6	 １07.7	 １.0	 １１５.２	 6.１	 9５.８	 -１３.３	 99.１	 １.２	

Ⅱ 9３.５	 -6.８	 97.6	 -５.7	 96.８	 -３.0	 ８８.0	 -５.6	 9２.7	 -１５.２	 97.１	 -５.6	 90.３	 -１５.５	 97.２	 -4.0	 １00.２	 -３.9	 9１.１	 -５.7	

Ⅲ 9３.7	 -５.6	 97.２	 -4.２	 9２.８	 -１.4	 ８6.7	 -８.9	 １00.4	 -８.0	 97.２	 -３.５	 9８.0	 -３.6	 １04.7	 0.２	 １00.6	 -１１.８	 ８7.9	 -１0.２	
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帯
の
消
費
支
出
の
推
移
を
示
し
て
い
る
。
二

〇
一
四
年
一
～
三
月
期
に
は
消
費
税
率
引
上

げ
に
伴
う
駆
け
込
み
需
要
に
よ
り
、
消
費
支

出
が
大
幅
に
増
加
し
た
が
、
二
〇
一
四
年
四

～
六
月
期
に
は
そ
の
反
動
に
よ
り
買
い
控
え

が
お
き
、
消
費
支
出
が
大
き
く
減
少
し
た
こ

と
が
分
か
る
。
そ
の
後
、
二
〇
一
四
年
七
～

九
月
期
に
は
持
ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ
た

も
の
の
、
天
候
の
影
響
も
あ
っ
て
回
復
に
は

ま
だ
足
踏
み
が
み
ら
れ
る
状
況
と
な
っ
て
い

る
。

　

よ
り
詳
細
に
消
費
支
出
の
動
き
を
み
る
た

め
に
、
具
体
的
な
数
値
と
と
も
に
費
目
別
の

支
出
の
推
移
を
み
て
い
く
。
第
15
表
は
費
目

別
実
質
消
費
支
出
の
推
移
を
示
し
て
い
る
。

二
〇
一
三
年
の
消
費
支
出
全
体
は
年
平
均
で

前
年
比
一
・
二
％
増
と
な
っ
た
が
、
続
く
二

〇
一
四
年
一
～
九
月
は
、
前
年
同
期
比
三
・

七
％
減
と
減
少
に
転
じ
て
い
る
。
さ
ら
に
そ

の
推
移
を
四
半
期
ご
と
に
み
る
と
、
二
〇
一

四
年
第
一
～
三
月
期
に
は
四
月
の
消
費
税
率

引
上
げ
に
向
け
た
駆
け
込
み
需
要
に
よ
り
前

年
同
期
比
一
・
七
％
ま
で
増
加
し
た
が
、
四

～
六
月
期
に
は
駆
け
込
み
需
要
の
反
動
に
よ

り
同
六
・
八
％
減
と
大
幅
に
減
少
し
て
い
る
。

七
～
九
月
期
に
は
持
ち
直
し
、
減
少
率
は
同

五
・
六
％
減
ま
で
縮
小
し
て
い
る
。

　

駆
け
込
み
需
要
の
状
況
を
品
目
別
で
み
る

と
、
家
事
用
耐
久
財
等
の
家
具
・
家
事
用
品
、

設
備
修
繕
・
維
持
等
の
住
居
、
自
動
車
等
関

係
費
等
の
交
通
・
通
信
等
で
増
加
が
大
き
か

っ
た
。
一
方
、
駆
け
込
み
需
要
の
反
動
に
つ

い
て
は
、
家
具
・
家
事
用
品
、
食
料
、
教
養

娯
楽
等
で
の
落
ち
込
み
が
大
き
か
っ
た
。

　

最
後
に
、
第
16
図
に
よ
り
、
勤
労
者
世
帯

に
お
け
る
今
回
の
消
費
税
率
引
上
げ
に
よ
る

駆
け
込
み
需
要
と
引
上
げ
後
の
反
動
の
発
生

状
況
を
過
去
の
消
費
税
率
引
上
げ
時
（
一
九

九
七
年
）
の
状
況
と
で
比
較
す
る
と
、
三
月

の
駆
け
込
み
に
よ
る
増
加
幅
と
四
月
以
降
の

反
動
に
よ
る
減
少
幅
は
今
回
の
方
が
前
回
よ

り
大
き
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
ま

た
、
今
回
の
消
費
税
率
引
上
げ
時
は
、
七
月

以
降
に
は
持
ち
直
し
の
動
き
が
続
い
た
も
の

の
天
候
要
因
の
影
響
を
受
け
て
回
復
に
足
踏

み
が
み
ら
れ
て
お
り
、
今
後
の
消
費
の
動
向

に
つ
い
て
注
視
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

５
．
地
域
経
済
に
お
け
る
人
手
不
足
の
動
向

（
人
手
不
足
の
状
況
に
違
い
が
み
ら
れ
る
地

域
の
雇
用
情
勢
）

　

二
〇
一
四
年
は
日
本
全
体
で
緩
や
か
な
景

気
回
復
状
況
に
あ
る
中
で
、
地
域
ご
と
の
雇

用
情
勢
は
ど
の
よ
う
な
違
い
が
で
て
き
た
の

だ
ろ
う
か
。
こ
こ
で
は
地
域
経
済
に
お
け
る

雇
用
情
勢
、
特
に
人
手
不
足
に
つ
い
て
焦
点

を
あ
て
て
み
て
い
く
。

　

ま
ず
、
地
域
経
済
の
現
状
に
つ
い
て
み
て

い
く
。
第
17
図
で
は
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
別
の
業

況
判
断
Ｄ
．Ｉ
．（「
良
い
」-

「
悪
い
」）
の
推

移
を
示
し
て
い
る
。
業
況
判
断
Ｄ
．Ｉ
．の
推

移
を
み
て
み
る
と
、
過
去
の
景
気
の
山
（
第

一
四
循
環
）
に
あ
た
る
二
〇
〇
八
年
一
～
三

月
期
に
お
い
て
は
、
業
況
判
断
Ｄ
．Ｉ
．の
値

が
一
番
高
い
東
海
と
一
番
低
い
北
海
道
で
は

値
に
二
四
％
ポ
イ
ン
ト
も
の
大
き
な
差
が
あ

る
の
に
対
し
、
二
〇
一
四
年
第
一
～
三
月
期

で
は
業
況
判
断
Ｄ
．Ｉ
．の
値
が
一
番
高
い
九

【第16図】　過去の消費税率引き上げ時と比較した勤労者世帯の消費支出

○　３月の駆込みによる増加幅と４月以降の反動による減少幅は過去の消費税率引上げの時と比べて今回の
方がより大きかった。

資料出所　総務省統計局「家計調査」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	いずれも二人以上の世帯のうち勤労者世帯。かつ季節調整済実質指数。
	 ２）	１997年は農林漁家世帯を除く。

【第17図】　地域ブロック別の業況判断の推移

○　過去の景気の山と比べると地域間における業況判断の差は小さくなっている。

資料出所　日本銀行各支店において公表している、それぞれの管下の調査対象企業の集計値（以下、「支店短観」という。）より
	 厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	地域ブロックの都道府県は以下のとおり（北海道、中国、四国、九州・沖縄については省略）。
　　　　　		 東北…青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
	 	 北陸…富山県、石川県、福井県
	 	 関東甲信越…新潟県、山梨県、長野県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
	 	 東海…岐阜県、愛知県、三重県（※静岡県は含まれない）
　	 	 近畿…滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
	 ２）	支店短観の特性上、各地域における調査対象の選定方法が異なることに留意が必要。
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州
・
沖
縄
と
一
番
低
い
近
畿
と
の
値
の
差
が

一
〇
％
ポ
イ
ン
ト
と
小
さ
く
な
っ
て
い
る
な

ど
、
過
去
の
景
気
の
山
と
比
べ
て
現
在
の
業

況
判
断
の
地
域
間
に
お
け
る
差
は
小
さ
く
な

っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

こ
の
よ
う
な
業
況
判
断
の
動
き
を
う
け
て
、

雇
用
情
勢
は
地
域
で
ど
の
よ
う
に
動
い
て
い

る
の
だ
ろ
う
か
。
第
18
図
で
は
地
域
ブ
ロ
ッ

ク
別
の
雇
用
人
員
判
断
Ｄ
．Ｉ
．（「
過
剰
」-

「
不
足
」）
の
推
移
（
関
東
甲
信
越
を
除
く
）

に
つ
い
て
示
し
て
い
る
。
二
〇
〇
九
年
以
降
、

景
気
回
復
の
影
響
を
受
け
て
全
て
の
地
域
ブ

ロ
ッ
ク
に
お
い
て
人
手
の
過
剰
感
は
解
消
傾

向
に
な
り
、全
体
的
に
雇
用
人
員
判
断
Ｄ
．Ｉ
．

の
値
は
低
下
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
分
か
る
。

二
〇
一
四
年
一
～
三
月
期
に
は
東
海
や
近
畿

に
お
け
る
雇
用
人
員
判
断
Ｄ
．Ｉ
．の
値
は
▲

一
〇
％
程
度
と
な
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
北

海
道
、
北
陸
、
中
国
、
四
国
な
ど
で
は
、
▲

一
五
％
を
超
え
て
お
り
、
地
域
に
よ
っ
て
人

手
不
足
の
状
況
に
違
い
が
生
じ
て
い
る
。
ま

た
、
二
〇
一
四
年
一
～
三
月
期
を
二
〇
〇
八

年
一
～
三
月
期
と
比
べ
た
時
に
も
、
雇
用
人

員
判
断
Ｄ
．Ｉ
．の
値
が
高
い
地
域
は
異
な
っ

て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

そ
れ
で
は
ど
の
よ
う
な
構
造
的
な
要
因
が

こ
の
よ
う
な
地
域
の
人
手
不
足
の
状
況
に
違

い
を
も
た
ら
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
人
手

不
足
の
状
況
の
違
い
に
つ
い
て
は
経
済
情
勢

や
産
業
構
造
の
違
い
と
い
っ
た
需
要
面
か
ら

の
要
因
と
人
口
動
態
・
人
口
構
成
の
違
い
と

い
っ
た
供
給
面
か
ら
の
要
因
が
考
え
ら
れ
る
。

今
回
の
分
析
に
お
い
て
は
、
生
産
年
齢
人
口

（
一
五
歳
か
ら
六
四
歳
ま
で
の
人
口
を
い

う
。）
の
減
少
が
地
域
に
お
け
る
労
働
の
供

給
に
直
接
的
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
供
給
面
に
焦
点
を
あ
て
、

生
産
年
齢
人
口
の
変
化
を
中
心
に
み
て
い
く
。

（
人
手
不
足
感
を
高
め
る
生
産
年
齢
人
口
の

減
少
）

　

第
19
図
で
は
、
日
本
全
体
と
地
域
ブ
ロ
ッ

ク
別
の
二
つ
の
生
産
年
齢
人
口
の
推
移
を
示

し
て
い
る
。
ま
ず
、
上
図
で
日
本
全
体
の
生

産
年
齢
人
口
の
推
移
を
み
て
み
る
と
生
産
年

齢
人
口
は
一
九
九
七
年
以
前
は
増
加
傾
向
に

あ
る
が
、
一
九
九
八
年
以
降
は
少
子
高
齢
化

の
影
響
を
う
け
て
減
少
傾
向
に
転
じ
て
い
る

こ
と
が
分
か
る
。
次
に
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
別
の

動
き
に
つ
い
て
、
下
図
で
み
て
い
く
。
下
図

で
は
生
産
年
齢
人
口
の
各
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
別

の
生
産
年
齢
人
口
の
推
移
（
一
九
九
八
年
＝

一
〇
〇
）
を
示
し
て
お
り
、
地
域
ブ
ロ
ッ
ク

別
で
は
関
東
甲
信
越
が
緩
や
か
に
減
少
し
て

い
る
の
に
対
し
、
四
国
、
中
国
、
北
陸
は
急

速
に
減
少
し
て
お
り
、
各
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
に

よ
り
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
速
度
に
大
き
な

違
い
が
あ
る
こ
と
が
分
か
る
。
地
方
圏
ほ
ど

人
口
が
速
く
減
少
し
て
い
る
要
因
に
つ
い
て

は
、
各
地
域
の
年
齢
構
成
に
加
え
て
、
若
年

世
代
が
地
方
か
ら
都
市
圏
に
人
口
移
動
を
し

て
い
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
北
海

道
・
東
北
に
つ
い
て
は
、
震
災
に
よ
る
人
口

移
動
等
の
影
響
が
含
ま
れ
る
こ
と
に
留
意
が

必
要
で
あ
る
。

【第18図】　地域ブロック別（関東甲信越を除く）の雇用判断D.I.の推移

○　地域の人手不足の状況に違いがでてきている。

資料出所　日本銀行各支店において公表している、それぞれの管下の調査対象企業の集計値（以下、「支店短観」という。）より
	 厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	地域ブロックの都道府県は以下のとおり（北海道、中国、四国、九州・沖縄については省略）。
	 	 東北…青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
	 	 北陸…富山県、石川県、福井県
	 	 関東甲信越…新潟県、山梨県、長野県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
	 	 東海…岐阜県、愛知県、三重県（※静岡県は含まれない）
	 	 近畿…滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
	 ２）	データが欠落しているものについては空欄で表示。
	 ３）	支店短観の特性上、各地域における調査対象の選定方法が異なることに留意が必要。
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【第19図】　生産年齢人口の推移

○　全国の生産年齢人口（15歳～ 64歳）の推移をみる 1998 年以降減少期に入っている。

資料出所　総務省統計局「労働力調査」、総務省統計局「人口推計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	「全国の生産年齢人口の推移」におけるシャッド－については、生産年齢人口の減少期を示している。
	 ２）	「地域ブロック別の生産年齢人口の推移」については、２000年を１00とした時の推移を表示。
	 	 また、東海には、日銀短観でのグループ分けである愛知、三重、岐阜に加えて、静岡を入れている。
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実
際
に
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
人
手
不

足
の
状
況
に
長
期
的
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を

与
え
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
第
20
図
で
は
人

手
不
足
の
代
理
指
標
と
し
て
長
期
の
有
効
求

人
倍
率
（
季
節
調
整
値
）
の
推
移
（
一
九
六

三
年
一
月
か
ら
二
〇
一
四
年
九
月
）
を
、
生

産
年
齢
人
口
の
減
少
率
（
二
〇
〇
九
年
か
ら

二
〇
一
三
年
に
お
け
る
減
少
率
）
が
特
に
高

か
っ
た
一
〇
県
と
そ
の
他
の
都
道
府
県
に
分

け
て
み
て
い
る
。
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
の
有
効

求
人
倍
率
の
推
移
を
み
る
と
、
生
産
年
齢
人

口
の
減
少
率
が
高
か
っ
た
一
〇
県
の
有
効
求

人
倍
率
（
季
節
調
整
値
）
が
上
昇
傾
向
に
あ

り
、
二
〇
〇
九
年
以
降
に
つ
い
て
は
、
そ
の

他
の
都
道
府
県
と
ほ
ぼ
同
水
準
で
動
い
て
い

る
こ
と
が
分
か
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
経
済

情
勢
や
産
業
構
造
の
変
化
と
い
っ
た
影
響
は

あ
る
も
の
の
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
に
伴

う
、
供
給
面
で
の
制
約
が
有
効
求
人
倍
率
の

上
昇
に
影
響
を
与
え
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ

れ
る
。

（
生
産
年
齢
人
口
の

減
少
率
が
高
い
都
道

府
県
ほ
ど
求
職
者
の

減
少
率
は
高
い
）

　

そ
れ
で
は
ど
の
よ

う
な
メ
カ
ニ
ズ
ム
で

生
産
年
齢
人
口
の
減

少
が
地
域
の
人
手
不

足
の
状
況
に
影
響
を

与
え
て
い
る
の
か
、

よ
り
詳
細
に
み
て
い

く
。
生
産
年
齢
人
口

の
減
少
は
、
地
域
に

お
け
る
求
職
者
数
の

減
少
に
つ
な
が
る
こ

と
か
ら
、
人
手
の
供

給
制
約
を
引
き
起
こ

す
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
。

　

第
21
図
で
は
、
二

〇
〇
九
年
か
ら
二
〇

一
三
年
の
生
産
年
齢

人
口
の
変
化
率
と
二

〇
〇
九
年
か
ら
二
〇

一
三
年
の
求
職
者
数

の
変
化
率
を
都
道
府

【第20図】　有効求人倍率（季節調整値）の推移

【第21図】　都道府県別　生産年齢人口及び求職者数の増減比の関係

○　生産年齢人口の減少率が高い 10 県とその他の都道府県について有効求人倍率（季節調整値）の推移を
1963 年１月から 2014 年９月までの長期でみてみると、その差は減少傾向にあり、2009 年以降は同水
準で動いている。

○　2009 年から 2013 年の求職者数変化率と生産年齢人口変化率の関係をみると、生産年齢人口の減少率が高い都道府県ほど、求職者数の減少率が高い。

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	２009年から２0１３年の生産年齢人口の減少率が高い１0県。→秋田県、高知県、青森県、山口県、鳥取県、山形県、和歌山県、愛媛県、長崎県、徳島県
	 ２）	震災に係る公共事業や人口移動の影響を除くため、被災３県（岩手、宮城、福島）を除いている。

資料出所　総務省統計局「人口推計」、厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	生産年齢人口増減比は２009年から２0１３年における生産年齢人口（年平均）の変化率をとったもの。
	 	 ２）	求職者数増減比は２009年から２0１３年における生産年齢人口（年平均）の変化率をとったもの。
	 	 ３）	（　）内はt値。
	 	 4）	被災３県（岩手、宮城、福島）を除き集計。
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県
別
に
プ
ロ
ッ
ト
し
て
い
る
。
個
別
の
都
道

府
県
で
み
る
と
東
京
の
よ
う
な
生
産
年
齢
人

口
が
増
加
し
て
い
る
地
域
や
大
阪
、
神
奈
川

の
よ
う
な
大
都
市
圏
で
生
産
年
齢
人
口
の
減

少
率
が
比
較
的
低
い
地
域
と
比
べ
て
、
青
森

県
、
秋
田
県
、
山
形
県
と
い
っ
た
生
産
年
齢

人
口
の
減
少
率
が
高
い
地
域
の
方
が
求
職
者

数
の
減
少
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
こ

の
プ
ロ
ッ
ト
か
ら
分
か
る
。
都
道
府
県
を
前

述
の
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
率
が
高
い
一
〇

県
と
そ
の
他
の
都
道
府
県
の
二
つ
の
グ
ル
ー

プ
に
分
け
、
回
帰
分
析
を
し
て
み
る
と
、
生

産
年
齢
人
口
の
減
少
率
が
高
い
一
〇
県
の
方

が
、
そ
の
他
の
都
道
府
県
に
比
べ
て
傾
き
が

大
き
く
な
っ
て
お
り
、
生
産
年
齢
人
口
の
減

少
が
よ
り
強
く
求
職
者
数
の
減
少
を
引
き
起

こ
し
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。
な
お
、

生
産
年
齢
人
口
の
減
少
率
が
高
い
一
〇
県
に

お
け
る
求
職
者
数
の
減
少
に
つ
い
て
は
、
生

産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ
る
供
給
制
約
と
い

っ
た
影
響
以
外
に
も
、高
齢
化
に
よ
る
医
療
・

福
祉
分
野
に
お
け
る
労
働
需
要
の
拡
大
と
い

っ
た
様
々
な
影
響
も
含
ま
れ
る
こ
と
に
留
意

が
必
要
で
あ
る
。

（
生
産
年
齢
人
口
の
減

少
は
賃
金
の
上
昇
に
寄

与
）

　

そ
れ
で
は
生
産
年
齢

人
口
の
減
少
は
足
下
の

賃
金
の
状
況
に
ど
の
よ

う
な
影
響
を
与
え
て
い

る
だ
ろ
う
か
。
生
産
年

齢
人
口
の
減
少
に
よ
り

人
手
不
足
と
な
っ
て
い

る
地
域
で
は
、
人
手
を

確
保
す
る
た
め
に
賃
金

を
上
昇
さ
せ
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
。
第
22
図

に
お
い
て
先
ほ
ど
の
生

産
年
齢
人
口
の
減
少
率

が
高
か
っ
た
一
〇
県
と

全
国
平
均
の
足
下
の
名

目
賃
金
指
数
（
現
金
給

与
総
額
）
の
前
年
同
月

比
の
動
き
に
つ
い
て
比

べ
て
み
る
と
、
二
〇
一

四
年
の
各
月
に
お
い
て

生
産
年
齢
人
口
の
減
少

率
が
高
か
っ
た
一
〇
県

の
名
目
賃
金
指
数
（
現
金
給
与
総
額
）
の
上

昇
率
が
全
国
の
平
均
を
上
回
る
傾
向
に
あ
り
、

生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
求
職
者
数
の
減
少

を
通
じ
て
、
賃
金
の
上
昇
に
も
影
響
を
与
え

て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
。

　

今
回
の
分
析
に
お
い
て
は
、
地
方
に
お
け

る
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
求
職
者
数
の
減

少
を
通
じ
て
、
地
域
に
お
け
る
人
手
不
足
を

引
き
起
こ
す
一
方
で
、
賃
金
の
上
昇
と
い
っ

た
労
働
条
件
の
改
善
に
も
寄
与
す
る
こ
と
が

示
唆
さ
れ
た
。

　

地
域
の
経
済
を
安
定
的
に
成
長
さ
せ
て
い

く
た
め
に
は
、
地
域
で
働
く
人
の
所
得
を
増

や
し
、
地
域
に
お
い
て
持
続
的
な
消
費
活
動

が
行
わ
れ
る
こ
と
、
そ
れ
に
よ
っ
て
地
域
に

お
け
る
生
産
活
動
を
活
発
化
さ
せ
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。

　

一
方
、
長
期
的
に
は
人
手
不
足
が
経
済
の

供
給
制
約
と
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
に

つ
い
て
も
注
意
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

今
回
の
人
手
不
足
に
よ
る
賃
金
上
昇
を
契
機

と
し
て
、
地
方
に
お
け
る
労
働
条
件
の
改
善

を
図
り
、
地
方
へ
の
新
た
な
人
の
流
れ
を
生

み
出
し
、
生
産
面
で
の
基
盤
強
化
を
行
っ
て

い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

【第22図】　名目賃金指数の上昇率

○　名目賃金指数（現金給与総額）の前年同月比の推移をみると、生産年齢人口の減少率が高い
10県は全国平均に比べて上昇率が大きい結果となった。

資料出所　各都道府県「毎月勤労統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 １）	現金給与総額の指数（事業所規模　常用労働者５人以上、平成２２年平均＝１00）の前年同月比の推移を示した。
	 ２）	２009年から２0１３年の生産年齢人口の減少率が高い下記の上位１0県（被災３県、福島。宮城、岩手を除く）を「生産年齢人口の減少率が高い１0

県」という。
	 	 ※秋田県、高知県、青森県、山口県、鳥取県、山形県、和歌山県、愛媛県、長崎県、徳島県
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